第１８章　公務員及び選挙
地方公務員の数
　地方公務員とは、いわゆる地方公共団体に勤務する者をいい、その範囲は地方公共団体の職種により極めて広範かつ多様であり、更にその身分が国家公務員に属する者もあり、複雑多岐にわたっている。
　行政部門別、職員区分別に分けてみると、一般職員、教育公務員、警察官、議会議員となり、一般職員はさらに、一般行政関係、消防関係、企業関係、教育関係等に細分される。
　昭和59年４月１日現在、大阪府及び府下市町村に勤務する地方公務員数は総数で23万6581人となり、58年度に比べ3643人の増加となった。
　部門別にみると､一般職の公務員は13万6866人でこのうち50.4パーセントが一般行政関係の職員である。又､教育公務員（幼稚園、小学校、中学校、養護教育諸学校に勤務する本務教員）は８万1358人、警察官は１万8357人となっている。　
　又、公務員一人当りの府民数をみると、一般職員は府民63人に一人の割合、警察官は468人に一人の割合である。
　なお府市町村議会の議員数は58年末現在で定数1361人に対して1330人になり、31人の欠員である。
選挙人名簿登録者数
　昭和42年７月に住民基本台帳法が公布され、44年７月から同法第15条の規定が施行された。この結果、従来の永久選挙人名簿への登録申出制度が廃止され、住民基本台帳に記載されているものを市町村長の職権で登録することとなり、又、登録回数も選挙時と年１回（９月）の定時登録に簡素化され、選挙時にできるだけ多くの有権者がは握できるようになった。
　昭和59年９月２日現在の登録者数は、594万2608人（男290万4439人、女303万8169人）となり58年に比べて、６万2372人、1.1パーセント増加した。地域別にみると南河内地域が対前年比1.7パーセント増を最高に、三島地域、泉南地域の同1.5パーセント増、北河内地域の同1.3パーセント増と、各地域共、1パーセント以上増加している。
衆議院、参議院議員選挙
　衆議院議員選挙
　衆議院は、第100臨時国会で､野党４党の内閣不信任案を受け、解散し、第37回衆議院議員総選挙は、昭和58年12月18日全国一斉に行なわれた。今回の選挙は、政治倫理問題と、中曽根政権一年間の評価が争点となり、自民党は、田中問題への批判を受け､解散時の286議席を大きく下回り、258議席となった。
　一方、野党側は､社会党が113議席と前回を12議席上回り、公明党も過去最高の59議席を獲得し、中道４党で100議席を超え、与野党伯仲状況が再現した。
　大阪でも、自民党は第５区で議席を失った。
　当日の投票状況は、当日有権者数587万5928人（男287万805人、女300万5123人）で投票率は59.81パーセント（男58.44パーセント、女61.12パーセント）であった。
参議院議員選挙
　第13回参議院通常選挙は昭和58年５月30日公示され、６月26日投票となった。前回と同様自民党が過半数を確保した。大阪地方区の状況をみると、投票率は雨天の影響もあり、我国の選挙史上初の衆参両院同時選挙となった前回（67.38パーセント）に比べ、56.99パーセント（男55.15パーセント、女58.75パーセント）と大幅に下回った。
